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１ 財政計画策定の意義・目的 

 

（1） 財政計画の意義 

日本経済は、「景気は、一部に足踏みが残るものの、緩やかに回復している」とされて

いますが、先行きについては「賃金、雇用情勢の改善が続くなど個人消費を取り巻く環境

は決して悪くないが、物価高の影響もあって消費支出の低迷が続く懸念があるほか、通

商政策など米国の政策動向による影響等に十分注意する必要がある」と予断を許さない

状況にあります。 

   南部町の財政状況に目を向けると、財政健全化を示す指数は引き続き良好な数値とな

っていますが、今後の財政見通しは、極めて厳しいものがあります。 

歳入では、全体の 50％近くを占める地方交付税や主たる自主財源である町税は、人口

減少に伴い減額が予想されます。また、他の科目も増収を期待できない状況にあり、財源

の確保が困難になることが予想されます。 

歳出においては、人口減少対策として一層の子育て世帯への支援施策を進めながら、

物価高騰の影響もあり増加する社会保障関係費や人件費等の経常的経費の増加などに

も対応しなければなりません。 

また、公共施設等総合管理計画に基づき、老朽化した公共施設等の長寿命化又は除

却、自然災害への対策や、安心・安全なまちづくりのための防災対策などの財政需要が

想定されることから、より一層の行政コスト削減と効率化に取り組んでいく必要がありま

す。 

町政運営にあたっては第３次総合計画を基本とし、デジタル田園都市構想総合戦略に

基づく施策の着実な実現、行政改革大綱に基づく健全な財政運営を進め、持続可能な財

政基盤を確立するために中長期的な視点に立った財政計画を策定します。 

 

（2） 財政計画の目的 

  財政計画は、実態を踏まえた投資的経費の計上等により、中長期的な財政収支を推計

することで、健全財政運営を堅持し、限られた財源の有効的な運用を図るものとします。 

 

（３） 計画期間 

  当該年次から３年間を中期財政計画期間とし、４年目から２年間を中期財政見通しとしま

す。 

 

（４） 会計について 

 財政計画策定の会計単位は、一般会計とします。 

 

（５） 計画の見直し 

  最新の制度や社会情勢の変化等を踏まえて終始、当該年度以降の５年間の計画を策定

し、毎年度、見直しをします。 



【普通会計】 （単位：百万円）

Ｒ４決算 Ｒ５決算 Ｒ６決算見込 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１

地方税 914 889 940 929 931 917 914 912

地方交付税 2,905 2,997 2,882 2,630 2,630 2,620 2,620 2,610

臨時財政対策債 0 0 0 0 0 0 0 0

国・県支出金 757 648 688 691 556 533 511 491

地方債（臨財債を除く） 367 461 878 687 519 640 440 390

その他 1,400 1,402 1,360 1,143 1,531 1,399 1,201 1,183

歳　　入　　計  A 6,352 6,397 6,748 6,080 6,167 6,109 5,686 5,586

人件費 948 947 966 1,076 1,119 1,163 1,209 1,257

扶助費 542 454 364 404 404 405 406 407

公債費 484 486 427 467 463 434 499 479

補助費等 952 853 986 879 888 896 905 914

繰出金 673 684 686 839 855 872 889 906

普通建設事業費 828 1,042 1,499 1,058 1,250 1,150 700 600

　うち補助事業 107 182 166 99 100 50 50 50

　　　 単独事業 721 860 1,333 959 1,150 1,100 650 550

その他 1,123 1,137 1,480 1,010 1,006 1,001 996 991

歳　　出　　計 B 5,550 5,603 6,408 5,733 5,985 5,921 5,604 5,554

802 794 340 347 182 188 82 32

財政調整基金残高 2,299 2,300 2,610 2,300 2,250 2,200 2,100 1,950

減債基金残高 735 735 735 735 735 735 735 735

その他特定目的基金残高 4,658 5,027 5,197 5,197 4,547 3,847 3,447 2,997

基金残高計 7,692 8,062 8,542 8,232 7,532 6,782 6,282 5,682

地方債残高 3,396 3,380 3,503 3,766 3,767 3,924 3,994 3,971

実質公債費比率（3ヶ年平均）％ 1.2 1.0 3.0 6.5 7.0 6.7 7.7 7.4

将来負担比率　％ - - - - - - - -

歳入歳出差引 A-B

２　中　期　財　政　計　画　（Ｒ７～Ｒ１１）
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